
実　績 ０人 ―

成果目標
（指標）

及び進捗状況

進
捗
状
況
説
明

農業支援センターでの障がい者の雇用、定住者（障がい者）の増加については、共に平成30年3月時点で０人となっている。

目標値
（31年度）

定住者（障がい者）の増加
目　標 0 ５人

成果目標（指標）
基準値

（28年度）
29年度 30年度 31年度

実　績 ０人 ―

目標値
（31年度）

農業支援センターでの障がい者の雇用
目　標 0 ５人

成果目標（指標）
基準値

（28年度）
29年度 30年度 31年度

人材確保育成（現業実習）
目　標 実施

実　績 実施

予算の状況の説明 当初の計画どおり行い、事業は適正に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

活動目標（指標）
達成状況

29年度 30年度 31年度 32年度

運営法人の設立
目　標 １法人

実　績 １法人

達
成
状
況
説
明

○平成30年7月、一般社団法人北大東島振興機構（事業目的：農業振興関連業務支援、観光施策関連業務支援、障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業、その他地域振興に関わる支援業務）が設立された。
○障害者就労支援施設農産物加工所の利用者の募集選考を行う上で、利用者の適正と可能作業範囲を把握、判断するため村内で現
業実習を行った結果、11名の参加があり、参加者へのアンケート回答者のうち87％が「参加してよかった」との回答があった。実習生の
保護者へのアンケートで「今回の実習がご子息の就業または自立支援につながると感じた」との回答は83％となった。

執行率（％）(B/A) 100.0%

次年度繰越額 0

うち補助金充当額 4,800

B．執行済額 6,000

(d)繰越額 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

（「補助金」＋
「市町村負担」

ベース）

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0

(a)当初予算額 6,000

(b)予算現額 6,000

A．計(b+d) 6,000

官　民　協　働 ■ 事業推進主体の形成 ■ そ　　の　　他

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　　■後年度（　　31　年度）

事業内容

産業振興及び定住促進を図るため、農業支援センター（農業加工施設）を設置する。また、当該センターの運営法人（社会福祉法人）設立支援、
職場適応援助者育成研修を実施する。

先導性に係る取組
■ 自　立　性 ■ 政　策　間　連　携 ■ 離島活性化を担う人材の確保・育成

■

■ 定住促進

□ その他

市町村名 北大東村

平成29年度沖縄離島活性化推進事業費補助金検証シート

事業名 農・福・観連携6次産業推進活性化事業 事業類型

■ 産業振興

担当部課名 経済課
事業実施

（予定）年度
平成29年度～平成31年度

別添２ 効果の検証の公表様式例



支出先の選定方法は妥当か。

予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 積算については、３者見積によるものとなっており妥当と考える。

- -

○
費目・使途に関しては、予算要求時に財政担当の査定を受けており、か
つ、検収時において確認を行い適正であった。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○
ホームページ上で企画競争の公募をおこなったが、一社のみの応募であっ
た委託法人については、これまで同様の業務を過去３年間で４件行うなど
事業実績もあり、当該業務の委託先として妥当であると考える。

6,000 6,000 4,800 1,200

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
補助対象
事業費

補助対象
外経費

補助金
充当額

市町村
負担金

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

○「障がい者の雇用」
・村内の高齢農家では労働力不足が生じている一方、障がい者の雇用の場
は不足している状況である。
○「定住者（障がい者）の増加」
・島の現状としては障がい者が移住してくるには、移住・定住の受入体制、就
労支援体制整備や雇用の場も不足している状況である。

○「障がい者の雇用」
・村内の高齢農家で生じている労働力不足へ対応するため、農業の担い手と
なり得る障がい者と高齢農家とのマッチングが必要である。
○「定住者（障がい者）の増加」
・障がい者が単身で移住できるようにするため、国の基準に沿った共同生活
支援施設（居住施設）や、就労支援体制などの障害福祉サービス事業、障が
い者雇用の場を整備する必要がある。

今後の取り組み方針

○「障がい者の雇用」
・一般社団法人　北大東島振興機構が主体となって、農業の担い手となる障がい者と労働力を求めている高齢農家とのマッチングを行う。
○「定住者（障がい者）の増加」
・一般社団法人　北大東島振興機構が主体となって、定住を希望している障がい者の共同生活支援施設や就労支援施設等の運営を行う。

北大東村

6,000千円

委託料

6,000千円

㈱アドスタッフ博報堂

6,000千円

平成29年度農・福・観連携6次産業
推進活性化委託業務 （現状実習、
法人設立等）


